
第１５回桜井市地域ブランド認定推進委員会 次第 

 
日時：平成３０年６月１１日（月）午後３時 から   

     場所：本庁 ３階 大会議室             

 
 
１． 委員紹介 

 
２． 桜井市地域ブランド認定推進委員長及び副委員長の選任について 

（資料１）桜井市地域ブランド認定推進委員会要綱 

 
３． 第４回大和さくらいブランド認定品 申請受付について 

（資料２）第３回「大和さくらいブランド」認定品募集チラシ 
（資料３）「大和さくらいブランド認定事業実施要領」の改正（案） 
（資料４）第２号様式（認定申請調書）の様式変更（案） 

 
４． 第１回大和さくらいブランド認定品の更新について 

（資料５）平成３０年度内に更新が必要な認定品一覧 
（資料６）大和さくらいブランド認定事業者更新ヒアリングシート（案） 

 
５． 大和さくらいブランド戦略推進業務委託について 

（資料７）大和さくらいブランド戦略推進業務概要 

 
６． 年間スケジュールについて 

（資料８）平成３０年度桜井市地域ブランド認定推進委員会 
     年間スケジュール（案） 

 
７． その他 

・ 次回委員会の日程について 
※ 次回の委員会は、認定品の審査会となりますので、半日～１日程

度の時間を要する場合があります。 



 桜井市地域ブランド認定推進委員会要綱を次のように定める。 

  

  平成２６年１２月２５日 

                桜井市長 松井 正剛 

 

桜井市地域ブランド認定推進委員会要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市の優れた地域資源を本市の地域ブランドとして認定し、その販

売を支援するとともに地域ブランドの情報発信を通じて地域経済の活性化を図り、観光

振興に結び付けることでまちの魅力を向上させ、本市のイメージアップにつなげること

を目的として設置する桜井市地域ブランド認定推進委員会（以下「委員会」という。）

について、桜井市附属機関設置条例（平成 25 年 6 月桜井市条例第 8 号）第 2 条の規定

に基づき、その組織、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１）桜井市地域ブランドの認定及び開発の推進に関すること。 

（２）桜井市地域ブランドの情報発信に関すること。 

（３）桜井市地域ブランドの販売支援に関すること。 

（４）桜井市地域ブランドに関する調査及び研究に関すること。 

（５）前各号に掲げるもののほか、桜井市地域ブランド及び地域振興に関し市長が必要と

認める事項に関すること。 

（委員会の組織等） 

第３条 委員会は、委員９人以内で組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１）学識経験を有する者  

（２）桜井市商工会が推薦する者  

（３）桜井市観光協会が推薦する者 

（４）奈良県農業協同組合が推薦する者  

（５）桜井木材協同組合が推薦する者 

（６）商品の開発又は販売に関するアドバイザー等の経験を有する者 

（７）その他市長が必要と認める者 

２ 委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選により選任する。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長が欠けたとき又は委員長に事故があるときは、

その職務を代理する。 

資料１ 



（委員の任期） 

第４条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

２ 委員に欠員が生じた場合は、これを補充することができる。この場合において、その

任期は、前任者の残任期間とする。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 委員会の会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長

の決するところによる。 

 （関係者の出席） 

第６条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の関係者に会議への出席を求め、 

その意見又は説明を聴取することができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、まちづくり部観光まちづくり課において処理する。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、委員長が委員会に

諮って定める。 

   附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

 

 



資料２





平成３０年６月１１日 変更 
 

大和さくらいブランド認定事業実施要領 新旧対照表 
新 旧 備考欄 

 

1 / 1 

（略） 

 

（１）申請者が個人である場合 

ア 大和さくらいブランド認定申請調書（別記第２－１

号様式又は第２－２号様式） 

イ 住民票の写し 

（２）申請者が法人その他の団体である場合 

ア 大和さくらいブランド認定申請調書（別記第２－１

号様式又は第２－２号様式） 

イ 定款、寄附行為その他これらに準ずるもの 

 

（略） 

 

   附 則 

この要領は、平成２７年６月１７日から施行する。 

この要領は、平成２８年６月１日から施行する。 

この要領は、平成３０年６月１１日から施行する。 

（略） 

 

（１）申請者が個人である場合 

ア 大和さくらいブランド認定申請調書（別記第２号様

式） 

イ 住民票の写し 

（２）申請者が法人その他の団体である場合 

ア 大和さくらいブランド認定申請調書（別記第２号様

式） 

イ 定款、寄附行為その他これらに準ずるもの 

 

（略） 

 

   附 則 

この要領は、平成２７年６月１７日から施行する。 

この要領は、平成２８年６月１日から施行する。 

 

（略） 

 

 

（変更） 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 
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大和さくらいブランド認定事業実施要領 

（目的） 

第１条 この要領は、桜井市の優れた地域資源を桜井市の地域ブランド（以下「大和さくらい

ブランド」という。）として認定するために必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において「事業者」とは、農業、林業、漁業、製造業若しくはサービス業等

を営む者又はこれらの者で組織する法人その他の団体（定款、寄附行為その他これらに準ず

るものを有しているものに限る。）で、本市の区域内に住所（法人その他の団体にあっては、

主たる事務所の所在地）を有するものをいう。 

（認定の対象） 

第３条 大和さくらいブランドの認定の対象となる地域資源とは、原則として、本市の区域内

で生産又は製造又は加工（以下「生産等」という。）されたもの並びに本市の区域内に存する

又は区域内で伝承されているもので、次に掲げるものとする。ただし、自社製品の場合は一

次産品を除き、本市の区域内での生産等は問わない。 

（１）一次産品（農産品、林産品、畜産品、水産品その他）  

（２）加工品（米穀類加工品、麺類、野菜・果物等加工品、調味料、畜産加工品、水産加工品、

菓子類、飲料その他）及び郷土料理 

（３）工芸品（織物、染色品、陶磁器、漆器、木材木工品、竹工品、金工品、石工品、文具・

和紙その他） 

（４）桜井市内を観光する旅行サービス商品 

（５）その他大和さくらいブランドとしてふさわしい商品 

（認定の申請等） 

第４条 前条に掲げる地域資源（以下「特産品」という。）について、大和さくらいブランドの

認定の申請をしようとする事業者（以下「申請者」という。）は、市長が別に定める期間内に、

大和さくらいブランド認定申請書（別記第１号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類及び認定を受けようとする特産品（以下「申請品」と

いう。）を添付しなければならない。ただし、申請時に申請品を添付することが困難又は適当

でないと認められるものについては、この限りでない。 

（１）申請者が個人である場合 

ア 大和さくらいブランド認定申請調書（別記第２－１号様式又は第２－２号様式） 

イ 住民票の写し 

（２）申請者が法人その他の団体である場合 

ア 大和さくらいブランド認定申請調書（別記第２－１号様式又は第２－２号様式） 

イ 定款、寄附行為その他これらに準ずるもの 
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ウ 法人にあっては、登記事項証明書又は登記簿謄本  

（認定審査の基準） 

第５条 市長は、大和さくらいブランドの認定に当たり、認定審査の基準（以下「審査基準」

という。）を別に定めるものとする。 

２ 市長は、前項の審査基準を定めたときは、これを公表するものとする。 

３ 前項の規定は、審査基準を改正する場合について準用する。 

（認定の審査） 

第６条 市長は、第４条第１項に規定する大和さくらいブランド認定申請書の提出があったと

きは、前条第１項の審査基準に基づく審査（以下「認定審査」という。）について、桜井市地

域ブランド認定推進委員会（以下「委員会」という。）にて審査するものとする。 

２ 委員会は、認定審査を行い、その結果を市長に報告するものとする。 

（認定の決定） 

第７条 市長は、前条第２項に規定する認定審査の結果報告に基づき、認定の適否を決定した

ときは、その結果を大和さくらいブランド認定審査結果通知書（別記第３号様式）により、

当該申請者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により認定することの通知を受けた申請者は、市長が指定する日までに大和さ

くらいブランド認定に係る誓約書（別記第４号様式）を提出するものとする。 

３ 誓約書の提出後、当該申請者（以下「認定事業者」という。）に対して大和さくらいブラン

ド認定書（別記第５号様式）を交付するものとする。 

 （認定の公表） 

第８条 市長は、前条に規定する認定の適否を決定したときは、認定することとした特産品（以

下「認定品」という。）について、次に掲げる事項を公表するものとする。 

（１）認定品の名称 

（２）認定事業者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及

び主たる事務所の所在地） 

（認定の有効期間） 

第９条 認定の有効期間は認定した日から３年を経過した日の属する年度の末日までとする。 

 （認定の更新） 

第１０条 前条に規定する認定の有効期間が満了となる場合において、認定の更新を受けよう

とする認定事業者は、当該認定の有効期間の満了する日の３月前までに、大和さくらいブラ

ンド認定更新申請書（別記第６号様式）を市長に提出するものとする。 

２ 第６条、第７条、第８条及び前条の規定は、前項の場合について準用する。 

（認定内容の変更） 

第１１条 認定事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、大和さくらいブランド認定
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申請事項変更届出書（別記第７号様式）とともに認定品を速やかに市長に届け出なければな

らない。ただし下記第３号に係る場合は認定品の提出の必要はない。 

（１）氏名又は住所（法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名又は主たる事務

所の所在地）を変更したとき。 

（２）認定品の名称を変更したとき。 

（３）認定品の生産等若しくは販売を１年以上中止し、又は廃止したとき。 

（４）認定品の規格、形状又は包装若しくは容器に係るデザインを著しく変更したとき。 

（５）その他認定申請調書の記載事項に変更（軽微な変更を除く。）が生じたとき。 

（認定品の表示） 

第１２条 認定事業者は、認定品に自らが大和さくらいブランドとして認定を受けたものであ

ることを表示することができる。 

 （認定品のプロモーション） 

第１３条 市長は、認定品の販売促進及び PR に関する事項を委員会において協議するよう依

頼し、委員会はプロモーション活動方針を決定し、市長に報告する。 

 （調査及び検査） 

第１４条 委員会は、市長が必要があると認めるときは、次に掲げる方法により、認定品の調

査及び検査を行うことができる。 

（１）認定品の生産等を行う事業所等への立入検査 

（２）認定品の成分その他の表示内容に係る品質検査 

（３）認定品の販売実績及びブランド認定による波及効果 

２ 委員会は、前項第１号に規定する立入検査に当たっては、あらかじめ認定事業者の同意を

得るものとする。 

（審査基準の遵守と責任の所在、事故等への対応） 

第１５条 本事業は、認定事業者の意思による申請を前提に、自主申告及び自主管理を原則と

することから、認定品に不具合、瑕疵、事故等（以下「事故等」という。）の問題が生じた場

合の責任は、認定事業者自身に帰属するものであり、認定品の流通、販売、消費又は使用に

おいて事故等が発生したときは、認定事業者が一切の責任を負うものとする。 

  認定事業者は、認定品に係る取引、商談、交渉、宣伝等一切の活動において、当該認定品

の品質、性状、性能等を、市が保証等するとの誤認を与える行為をしてはならない。 

２ 認定事業者は、前項に定める事故等の内容が確認できたときは、速やかに市長に連絡する

とともに、市長の指示があったときは、その報告書を市長に提出するものとする。 

３ 市長は、認定品の苦情等を受け付けたときは、速やかに認定事業者に対しその内容を連絡

し、認定事業者は、これに誠意をもって対応し、その状況を市長に報告するものとする。 

４ 市長は、事故等の内容を一般に広く知らせる必要があると認めるときは、その内容を公表
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するものとする。 

５ 市長は、前項の公表により、認定事業者及びその取引先において経済的な損害その他不測

の事態が発生した場合でも、一切の責任を負わないものとする。 

（認定の取消し） 

第１６条 市長は、認定品又は認定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、第７条第

３項の認定を取り消すことができる。 

（１）第２条の定義に適合しないと認められたとき。 

（２）第５条第１項の審査基準に適合しないと認められたとき。 

（３）虚偽の申請に基づき認定を行ったと認められたとき。 

（４）認定品の生産等若しくは販売を１年以上中止し、又は廃止したとき。 

（５）第１５条第１項後段、同第２項又は同第３項に違反したとき。 

（６）その他大和さくらいブランドの認定に重大な支障を及ぼすおそれがある行為があったと

き。 

２ 市長は、前項に規定する認定の取消しを行ったときは、大和さくらいブランド認定取消通

知書（別記第８号様式）により、その旨を当該認定事業者に通知するとともに、必要と認め

る場合は、当該認定品及び当該認定事業者を公表することができる。 

３ 第１項の規定により認定の取消しを受けた認定事業者は、その取消しの日から１年を経過

しなければ、新たな認定を申請することができない。但し、第３号の場合は、経過期間を５

年とする。 

 （認定の取り下げ） 

第１７条 認定事業者は、認定品又は認定事業者の諸般の事情により認定を取り下げる必要が

あるときは、認定取り下げの理由を付し、大和さくらいブランド認定取り下げ申請書（別記

第９号様式）を市長へ提出することができる。 

２ 市長は、前項の規定により取り下げ申請書の提出があったときは、認定の取り下げを受理

できるものとする。 

（認定事業者の責務） 

第１８条 認定事業者は、この要領の規定を誠実に遵守するとともに、認定品の素材、製法、

技法、品質又はデザインを維持するよう努めなければならない。 

２ 認定事業者は、認定品の生産等及び販売を通じて、大和さくらいブランドの認定に関する

普及及び啓発に協力するよう努めなければならない。 

３ 認定事業者が団体のときは、団体の長は構成員に同条第１項及び第２項を周知するととも

に認定品の管理に努めなければならない。 

（その他） 

第１９条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
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２ この要領を改正するときは、委員会の決定によりすることができる。 

   附 則 

この要領は、平成２７年６月１７日から施行する。 

この要領は、平成２８年６月１日から施行する。 

この要領は、平成３０年６月１１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３ 申請品の概要 

申 請 種 別 
[該当項目に✔を記入]  ①一次産品     ②加工品・郷土料理    

③ 工芸品       ④サービス商品    ⑤その他 

 

「①一次産品」「②加工品・郷土料理」「③工芸品」は【産品】欄に、 

「④サービス商品」「⑤その他」は、【サービス・その他】欄に記載してください。 

 

【産品】 

品 目 [内容を示す一般的な名称を記入]   

特 徴  

 

 

 

 

生産等の場所  

生産等の能力              ／年 

原
材
料
（
食
品
等
）

添
加
物
以
外 

名 称 ① ② ③ ④ 

桜井産        ％        ％        ％        ％ 

県内産        ％        ％        ％        ％ 

県外産        ％        ％        ％        ％ 

食品添加物  

販売可能時期 
[該当する項目に✔を記入] ①通年     ②（  ）月～（  ）月 

販 売 地 域 ①市内     ％ ②県内     ％ ③県外     ％ 

年間販売量  

年間販売額 千円／年 

販 売 単 価            円 

内 容 量 [内容重量、内容体積又は内容数量を記入] 

包装等規格 [ﾊﾟｯｹｰｼﾞ、包装材等商品形態について記入] 

賞 味 期 間 [食品の場合、製造日からの賞味可能期間を記入] 

保 存 方 法 [食品の場合] 

※「県内」とは奈良県内の桜井市を除くその他のすべての市町村をさします。 

 

 

  

   

  

旧様式（第２号様式） 
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【サービス・その他】 

商 品 名  

 特 徴  

 

 

 

 

商品の概要  

 

 

 

 

実 施 場 所  

実 施 能 力                ／年 

販売可能時期 
[該当する項目に✔を記入] ①通年     ②（  ）月～（  ）月 

販 売 地 域 ①市内     ％ ②県内     ％ ③県外     ％ 

年間販売量  

年間販売額     千円／年 

販 売 単 価            円 

※「県内」とは奈良県内の桜井市を除くその他のすべての市町村をさします。 

  

  



３．申請品の概要 
 

申 請 種 別 
[該当項目の□に✔を記入]    

一次産品
 

加工品・郷土料理
   

工芸品
 

品 目 
[内容を示す一般的な名称を記入]   

 

特 徴 

 

 

 

 

 

生産等の場所  

生産等の能力 ／年 

原
材
料
（
食
品
等
）

添
加
物
以
外

名 称 ① ② ③ ④ 

桜井産        ％        ％        ％        ％ 

県内産        ％        ％        ％        ％ 

県外産        ％        ％        ％        ％ 

食品添加物  

販売可能時期 [該当項目の□に✔を記入し、期間限定販売の場合はその期間も記すこと] 

通年販売
     

期間限定販売  
（  ）月～（  ）月 

販 売 地 域 
① 市内     ％ ②  県内      ％ ③ 県外      ％ 

※「県内」とは奈良県内の桜井市を除くその他のすべての市町村を指します。

販 売 単 価            円（税込み） 

年間販売量  

年間販売額 千円／年 

内 容 量 [内容重量、内容体積又は内容数量を記入]   

包装等規格 [ﾊﾟｯｹｰｼﾞ、包装材等商品形態について記入]   

賞 味 期 間 [食品の場合、製造日からの賞味可能期間を記入]   

保 存 方 法 [食品の場合]   

※ 「年間販売量」「年間販売額」については直近の実績を記入してください。 

※ 未販売の商品の場合は、見込みの数値を記入してください。 

新様式Ａ（第２－１号様式） 



 

３． 申請品の概要 
 

申 請 種 別 
[該当項目の□に✔を記入]    

サービス
     

その他
   

商 品 名  

特 徴 

 

 

 

 

 

商品の概要 

 

 

 

 

 

実施場所  

実施能力 ／年 

実施可能時期 

[該当項目の□に✔を記入し、期間限定販売の場合はその期間も記すこと] 

通年実施
     

期間限定実施  
（  ）月～（  ）月 

実 施 地 域 
④ 市内     ％ ⑤  県内      ％ ⑥ 県外      ％ 

※「県内」とは奈良県内の桜井市を除くその他のすべての市町村を指します。

販 売 単 価            円（税込み） 

年間実施量  

年間実施額 千円／年 

※ 「年間実施量」「年間実施額」については直近の実績を記入してください。 

※ 未販売の商品の場合は、見込みの数値を記入してください。 

 

新様式Ｂ（第２－２号様式） 



平成３０年度中に更新が必要な⼤和さくらいブランド認定品⼀覧 
 

 

認定回 認定
番号 認定⽇ 更新期限 申請品名称 申請者 商品概要

弟１回 1 平成27年12⽉21⽇ 平成31年3⽉31⽇ 名物みむろ （株）⽩⽟屋榮壽
代表取締役　⽯河 敏正 桜井市を代表する最中。

弟１回 2 平成27年12⽉21⽇ 平成31年3⽉31⽇ 柿の葉すし 柿の葉すし　⼭の辺
⼤前　英⼆

紅葉の時期だけに販売される、⾊鮮やかな柿の葉で
包んだ押し寿司。

弟１回 3 平成27年12⽉21⽇ 平成31年3⽉31⽇ やまとのうさぎまんじゅう とろろめし⼭⼾
⼭⼾　和宏

県内産、市内産の素材にこだわった、⼤神神社のな
で兎から着想を得た饅頭。

弟１回 5 平成27年12⽉21⽇ 平成31年3⽉31⽇ 談⼭　貴醸酒 ⻄内酒造
⻄内康雄

奈良県産のお⽶を使⽤し、仕込み⽔に清酒を利⽤
した貴醸酒

弟１回 6 平成27年12⽉21⽇ 平成31年3⽉31⽇ 古代⽶酒　卑弥呼の⾥ ⻄内酒造
⻄内康雄 古代⽶を使⽤した、卑弥呼をイメージした酒。

弟１回 7 平成27年12⽉21⽇ 平成31年3⽉31⽇ やまとびと　⼥夫饅頭 共栄印刷㈱
代表取締役　堀井　清孝 江⼾時代に⼈々に親しまれた「⼥夫饅頭」を復元。

弟１回 8 平成28年6⽉22⽇ 平成32年3⽉31⽇ 戎春⾬ 奈良⾷品（株）
代表取締役　森下　晃

添加物不使⽤で、昔ながらの製法（天⽇⼲し）に
より製造した春⾬。

奈良県三輪素麺販売協議会
会⻑　池⽥　利⼀

奈良県三輪素麺⼯業協同組合
理事⻑　池側　義嗣

素麺発祥の地：桜井市を代表する産品。コシが強
く滑らかで、⻭切れの良いそうめん。

以下については第１回の追加認定品であるため、更新期限が１年先となっている。

弟１回 平成28年6⽉22⽇9 三輪そうめん平成32年3⽉31⽇

資料５ 















大和さくらいブランド 更新ヒアリングシート（案） 
 

 

１．商品概要・事業者プロフィール 

認定 No  ヒアリング日  

商品名  認定日  

事業者名  更新期限  

 

２．販売実績について 

申請書記載内容 

 

 

 

ブランド認定以前 

 

 

 

ブランド認定以降 

 

 

 

 

３．市場・販路について 

通信販売の有無  

現状の売場 

 

 

 

今後の方針 

 

 

 

 

４．その他 

例）認定当初との変更点など 
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大和さくらいブランド 更新ヒアリングシート（例） 
 

１．商品概要・事業者プロフィール 

認定 No 1 ヒアリング日  

商品名 名物みむろ 認定日 平成 27 年 12 月 21 日

事業者名 （株）白玉屋榮壽 

代表取締役 石河 敏正 

更新期限 平成 31 年 3 月 31 日 

 

２．販売実績について 

申請書記載内容 

年間約 300 万個 

ブランド認定以前 

 

 

 

ブランド認定以降 

 

 

 

 

３．市場・販路について 

通信販売の有無 ○ 

現状の売場 

本店、参道店、奈良店、セブンイレブンハートイン桜井店、ＪＲ/近鉄奈良駅

構内売店 

今後の方針 

 

 

 

 

４．その他 

例）認定当初との変更点など 

 

 

 

 



大和さくらいブランド推進業務 事業概要 

 

１．大和さくらいブランド推進業務について 

大和さくらいブランド認定品の PR 及び販売支援の一環として、販売戦略の企画や広

報に長けた民間事業者に情報発信業務を委託し、地域ブランドの情報発信を通じて観

光振興に結び付けることで、桜井市の知名度向上・魅力向上を目指す。 

なお、この業務は地方創生推進交付金事業として採択された「大和さくらいブラン

ド推進事業」として実施する。 

 

２．委託事業者 

株式会社 奈良新聞社 

  ※公募型プロポーザル審査により、平成３０年５月１１日に決定 

 

３．委託業務の内容 

（１） 大和さくらいブランドの認定品販売及びプロモーションに係るイベントの実施 

 次第７「年間スケジュールについて」で詳しく説明。 

（２） 大和さくらいブランド認定品第４弾パンフレット作成 

大和さくらいブランド認定品の第４弾パンフレットかつ、持ち運びやすいサイ

ズのバージョンを新たに作成。 

（３） 大和さくらいブランドの情報発信 

大和さくらいブランドの特設ホームページを作成。 

 

４．事業の期間 

契約締結の日から平成３１年３月２２日まで 

 

５．委託契約金額 

３，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 
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平成 30 年度 桜井市地域ブランド認定推進委員会 年間スケジュール（案） 

 

桜井市地域ブランド認定
推進委員会

認定作業 プロモーション 事務局作業 備考

4月 業務委託仕様書作成、業者選定

5月
【１１日】
委託業者（奈良新聞社）決定

6月
【１１日】
第１５回委員会

今年度事業実施方針報告 第４回認定品募集チラシ作成

7月
【２日～１１日】
奈良まほろば館イベント

8月 8月号市広報へチラシ折り込み

9月

【１６日】
大和さくらい万葉まつり　出展
【１４日～１７日】
YATAIフェス出展

10月 第１６回委員会（審査会） 第４回　認定品　審査
【１４日】
纒向学研究センター東京フォーラ
ム　出展

11月
【１０日】
桜井農商ふれあいフェスタ　出展

12月

1月 第４回認定品　市広報誌掲載

2月 第１７回委員会 来年度事業の検討
東京交通会館イベント
（詳細未定）

3月

第４回認定品　パンフレット
作成・印刷

第４回認定品　認定証授与式
（記者発表）

第４回認定品申

請の受付

8/1～9/28

資料８ 
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